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東京都千代田区麹町5丁目3番地麹町中田ビル8階
TEL. 03-3511-0611

〒102-0083

FAX. 03-3511-0616

お問い合わせは、協会事務局（ＴＥＬ ０３-３５１１-０６１１）まで。

全住協ビジネスショップは、組織委員会に設置した全住協ビジネスネットワーク（略称「ビジネスネット」）が認定した賛助会員等の取扱商品を、
一般向けには行っていない特別価格・サービスにて会員企業向けに提供する仕組みです。既に下記の会員が商品を提供しており、会員の購買に
おけるメリットとなるとともに、会員間のさらなる交流が生まれています。
商品の詳細は、全住協ホームページの会員専用ページから「全住協ビジネスショップ専用サイト」にてご覧ください。

　会員名（順不同） 取扱商品
・㈱シーブリッジ 販売図面制作・CGパース制作
・㈱トルネックス エマージェンシートイレキット
・アットホーム㈱ 不動産業務総合支援サイトATBBほか
・㈱総合資格 建設業界採用情報誌、各種建築関係試験受験対策講座
・㈱東京リーガルマインド（LEC）  各種講習、資格取得講座
・㈱ダイテック 住宅産業向けクラウド型基幹業務サービス「注文分譲クラウドDX」
・プラチナ出版㈱ 不動産実用書籍
・㈱FRESH ROOM オゾン発生器　エアバスター
・地盤ネット㈱ BIMパース・ウォークスルー動画制作ほか
・㈱建築資料研究社 各種講習、資格取得講座
・㈱住宅新報 各種講習、書籍
・㈱AXIAL FORCE 「不動産重要書類」ファイルのオリジナルファイル
・アークシステムテクノロジーズ㈱ 入居審査（信用照会）
・㈱コスモシステム 不動産鑑定評価

※宅建登録（５問免除）講習　㈱東京リーガルマインド(LEC)、㈱住宅新報、㈱総合資格、㈱建築資料研究社

全 住 協 ビ ジ ネ ス シ ョ ッ プ の ご 紹 介
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［肥田会長挨拶］
　明けましておめでとうございます。
　本日はご多忙にもかかわらず、国会議員の先生
方、政府関係者の方々、友好団体の方々、会員
の皆様方始め、多数の方にご参会いただきまして
誠にありがとうございます。また、日頃より当協会
の活動に対しまして、格別のご理解とご支援を
賜っておりますことに心より御礼申し上げます。
　さて、我が国の住宅不動産業界を取り巻く
環境は、住まい方の多様化などが進むとともに、
空き家、マンションの老朽化など多くの課題が
あります。一方で、住環境の質的向上など、私たち
住宅産業に求められる役割はこれまで以上に
重要性を増しております。また、市場の状況は
皆様ご承知のように住宅価格が大幅に上昇する
一方で、実質賃金の上昇はまだ途上であり、平均
的勤労者が適正な負担で良質な住宅を取得する
には厳しい状況が今なお続いています。
　このような中で、年末に決定された令和８年度
の税制大綱において、住宅ローン減税の５年間
の延長が決定されました。その中に全住協が数年
にわたって要望してまいりました床面積要件を
50㎡から40㎡に緩和することや、既存住宅への
支援の拡充等も盛り込んでいただいたところで
ございます。このほか、新築住宅に係る固定資産
税の減額措置などの延長や、その他適用期限が
到来する特例措置の延長も決定されました。
さらに、床面積要件については、住宅ローン減税
に加えて、固定資産税や不動産取得税でも40㎡
に緩和することを認めていただきました。
　これらはひとえに、本日ご出席されている国会
議員の先生方のご理解とご尽力、国土交通省と
業界団体との連携協力の賜物でございます。
この場をお借りして、厚く御礼申し上げます。

これらの税制が、住宅
価格の高騰と所得の伸
び悩みにより、住宅の
取得が厳しい状況にあ
る若年層、中間層など、
真に住宅取得を希望す
る方々への支援するこ
とにつながり、それが
住宅市場のさらなる活
性化につながることを願ってやみません。
　住宅ストック総戸数こそ6,200万戸を上回る
ものの、耐震等の防災性能や省エネ性能を満た
さないものや、適切に管理されていない空き家
は数多く存在し、それらをどう処理していくの
か。また、外国人の不動産取引に関する課題や
マンションの投機的短期転売対策など、対応す
べき課題は山積しています。こういうときこそ、
住宅は単なる建物ではなく、人々の暮らしと地域
社会を支える基盤であり、未来を創る社会イン
フラであるということを改めて認識し、我々事業
者が持てる能力、ノウハウを十分に発揮すべき
時期であると考えています。
　もとより、住宅産業は国民の住生活の安定と
経済成長を下支えする大きな柱であり、活気ある
社会をつくり上げていく上で大きな貢献が可能な
分野です。全住協は、全国約1,700社の会員の地域
に根ざした事業活動を通して、様々な課題や
個々のニーズにきめ細かく応え、国民の豊かな
住生活を実現するため、これまで以上に全力で
取り組んでまいる所存でございます。本年も会員
並びに関係の方々のご支援とご協力をお願い
申し上げます。
　結びに21世紀も早いもので、もう四半世紀が
過ぎましたが、令和８年の干支は「午（うま）」で

令 和 ８ 年 新 年 賀 会 を 開 催
―会員、来賓など700名で新年を祝う―

▲肥田会長

令和８年新年賀会 

　当協会は１月６日、ホテルニューオータニにおいて「令和８年新年賀会」を開催した。冒頭の
肥田会長の挨拶に続き、菅元内閣総理大臣など多数の来賓の方々より祝辞をいただいた（以下に
肥田会長挨拶と金子国土交通大臣祝辞要旨を掲載）。当日は、国会議員、官公庁、友好団体関係者、
当協会会員など約700名が参加し、新年を祝った。
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ございます。「午年（うま
どし）」は前へ力強く進む
年とされ、物事が大きく
動き、成長と飛躍が期待
される年でもあります。
　また、本年は昭和の時代
が始まってから百年という
大きな節目の年でもござ
います。昭和、平成、令和と受け継がれてきた
住まいづくりの歩みを振り返り、先人の努力と
知恵に改めて敬意を表するとともに、その思いを
次の世代へ確実につないでいくことが私たち住宅
産業に課せられた使命であると考えております。
　本年が住宅産業のさらなる発展の年となります
とともに、ここにお集まりの皆様お一人お一人に
とりまして、健康で実り多き一年となりますこと
を心より祈念いたしまして、私の挨拶とさせて
いただきます。本日は誠にありがとうございま
した。

［金子国土交通大臣祝辞］
　皆様、新年明けましておめでとうございます。
ただいまご紹介にあずかりました国土交通大臣
の金子恭之でございます。本日は佐々木副大臣、
そして住宅局長を始め、国土交通省の住宅関係
の幹部、打ち揃いまして参加をさせていただき
ました。また、この会場には、 菅元総理、ある
いは斎藤前国土交通大臣、赤羽元国土交通大臣
もお見えいただいておりますし、国会における
住宅産業の応援団の方々も大勢お揃いでござい
ます。ご指名でございますので、冒頭ご挨拶を
させていただきたいと思います。神山名誉会長、
肥田会長、馬場代表理事を始め、本日ご出席の皆様
の日頃からの国土交通行政への格別のご理解、
ご協力に心より御礼を申し上げたいと思います。
　さて、住宅価格の上昇や金利のある世界の到来

など、住宅取得を望む方が安心して住宅を確保
できる環境を整備することは喫緊の課題でござ
います。このため、令和８年度税制改正において
住宅ローン減税について、先ほど会長からも
お話がありましたとおり、質の高い新築住宅
への支援水準を堅持した上で、５年間の延長、
床面積要件の緩和、既存住宅に対する支援の大
幅拡充ができました。これも皆様方のご支援の
おかげであり、深く感謝申し上げます。 住宅
・建築物の脱炭素化も重要な課題であります。
2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、
ＺＥＨ・ＺＥＢ水準の省エネ性能の確保を目指
します。さらに、建築物の計画から解体までの
ライフサイクルカーボン評価の制度構築のため、
次期通常国会への法案提出を目指し、検討を進
めてまいります。
　加えて、 住宅政策の方向性を示す住生活基本
計画についても、本年３月末の改定に向けまして、
人口減少や担い手の減少、単身高齢者の増加
といった社会的変化に対応すべく、2050年の
住生活を見据え議論を進めてまいります。これ
らの施策の推進には皆様方のご協力が不可欠で
あります。引き続きのご支援、ご協力をぜひとも
お願い申し上げます。
　いよいよ来年３月、花や緑、農や食の魅力、
最新の環境技術などを発信する横浜グリーンエク
スポが開幕をいたします。私はその担当大臣を
務めているわけでございますが、各企業の協賛
を通じた技術力等の発信、来場促進、機運醸成
のご協力をよろしくお願い申し上げます。
　結びに貴協会のますますのご発展と、本日ご
出席の皆様のご健勝、ご活躍を祈念いたしまして、
私からの年頭のご挨拶をさせていただきます。
どうぞ本年もよろしくお願い申し上げます。

▲金子国土交通大臣 ▲菅元内閣総理大臣 ▲岩沙不動産団体連合会会長

令和８年新年賀会 

 ▲新年を盛大に祝う
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トピックス

【Shine Up～輝く社員～】　高輪ゲートウェイ視察
　令和７年12月９日、「Shine Up～輝く社員～」
高輪ゲートウェイ視察が開催された。本視察は、
JR東日本が進める「TAKANAWA GATEWAY 
CITY」を舞台に、“100年先の心豊かなくらしの
ための実験場”という街づくりの考え方を学び、
今後の業務や発想に活かすことを目的として実施
された。当日は15社41名が参加し、13時開始と
14時開始の２班に分かれて開催された。
　視察は、高輪ゲートウェイ駅構内からスタート
した。駅構内では、次世代型の無人コンビニ
など、新しい体験価値を取り入れた設備が紹介
されたほか、芝生ファニチャー「EkiPark」では
イベント開催も可能であることが説明され、駅
空間を“移動のための場所”にとどめず、交流や
賑わいを生む場として活用する考え方が示された。
　続いて案内された「GateWay Studio」では、
施設利用者が要望を書き込める仕組みや、共通
の趣味を持つ人々に向けたコミュニケーション
を促す掲示板機能などが紹介され、街の利用者
同士が自然につながるための工夫が印象的で
あった。
　その後、「THE LINK PILLAR1」のバック
ヤードを視察。駅前に位置するタワー２棟を中心
に、商業施設「ニュウマン高輪」のほか、オフィス、
ホテル、多目的ホール、研究所を含むコワーキング
エリアなどで構成され、国際交流拠点としての
役割が期待されている。また、コワーキング
スペースでは、未来の暮らしにつながるビジネス

や知を育てる場として、入居企業や学術機関
同士がコミュニケーションを取りやすい環境
づくりが進められていることが紹介された。
　さらに周辺施設の視察では、広場大階段や遊
歩道「リンクライン」など、街全体を回遊できる
導線整備が進められている様子を確認した。特
にリンクラインでは、再開発工事中に出土した

「高輪築堤」の保存・活用が計画されており、歴史
的価値を街づくりに取り込む姿勢が示された。
築堤は約150年前に敷設された鉄道敷で、発見
を契機に建築敷地の変更・移動が生じたことも
説明され、開発と文化財保全の両立に向けた取組み
の一端を学ぶ機会となった。
　視察後は、「TAKANAWA GATEWAY CITY」
のPR動画を視聴し、事業に携わった関係者の
想いやプロジェクトの背景が共有された。併せて
質疑応答も行われ、参加者からの関心の高さが
うかがえた。
　今回の視察ツアーを通じて、「TAKANAWA 
GATEWAY CITY」が単なる再開発ではなく、
働く・暮らす・学ぶ・交流するといった都市機能
をコンパクトに集約しながら、未来の暮らしを
形にする“実験場”として構想されていることを
体感できた。多様な人々や企業が交わり、新しい
価値を生み出す仕掛けを街の随所に取り入れる
発想は、参加者にとって自社の事業や組織運営
を考える上でも多くの示唆を与えるものとなった。
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　５月号に掲載しました第15回優良事業表彰受賞
全10プロジェクトを順次ご紹介いたします。

［事業コンセプト］
　本物件は「綱島」
駅徒歩４分に位置
し、「新横浜」駅へ
も１駅と利便性の
良い立地です。今
後も再開発が進み、
人口が増えること
が予測される中で、
多様な生活に寄り
添えるよう３LDK
から１LDKまでの

バリエーションを持たせマンションを計画しま
した。
　また、自社にて断熱及び一次エネルギーの計算
を行い、断熱等級５・一次エネルギー等級６を
取得「ZEH-M Oriented」の評価を受けました。
2025年に断熱等級４・一次エネルギー等級４が
義務化される中で、いち早くZEHに取り組め
たことが、今後のミオカステーロシリーズの
ZEH化につながっています。
［商品企画］
　プランは西側の道路面に55.60㎡と62.50㎡、
東側に37.34㎡を配置し、価格とタイプにバリ
エーションを持たせ、バルコニー面の柱をアウト
フレームにし、デッドスペースをなくすことで
暮らしやすい間取りに仕上げ、37.34㎡の住戸
では廊下等の空間を小さくし居室を広く、収納
を多くとれるように設計しました。
　断熱性向上のため、窓にはアルミと樹脂のハイ
ブリッドサッシ「プレセア-H」を採用。開閉時の
二重の手間もなく、見た目もシンプルでお客様
にも使いやすい仕様になっております。また
内廊下を採用することで高級感を演出し、雨風

の影響を受けにくい、外部からのプライバシー
にも配慮したつくりとしました。
　外観はエントランス・店舗部分にはブラウン
系のタイルを採用し、温かみのある落ち着いた
雰囲気に仕上げ、２階以上の住居階はホワイト
系を基調としたタイルを採用することで、清潔
感と洗練された印象に仕上げました。
［事業成果］
　本物件は、当時コロナ禍で不要不急の外出禁止
を強いられ営業訪問活動ができない中、在宅勤務
で日々電話営業をかけ続けた担当社員が仕入れ
ました。営業電話と伝えると断られるのがほと
んどの中で、諦めず取り組み続け、仲介業者様
より物件情報を取得してからも、担当社員自ら
が検討を進め、購入することができました。営業
担当者がボリュームチェック、工事費概算を
できるのは当社の強みであり、迅速な検討で事業
化できたのは仕入れ、設計、施工、販売の一貫
体制を最大限発揮できた結果と言えます。
　販売期間９か月での完売。販売初月も全て港北
区の方に契約いただくなど、地元の方の住替え
需要に応えることができ、また、マンション
ギャラリーをモデルルームとして使用することで、
お客様に外観のイメージもしていただきやすく
販売活動をすることができました。上層階からの
眺望はVRを用いてお客様に訴求し、新たな試み
として、デジタル模型を活用することでギャラ
リー内の省スペース化と、模型の使い捨てを
防げ、環境配慮にもつながりました。
　結果として幅広い方々に購入いただき、引渡
しまで６か月を残しての完売及び常設モデルに
よる費用の削減、自社設計施工による建築工事
費の抑制が功を奏し、利益率23.84％を実現し
ました。
［規模概要］
住　　所　�神奈川県横浜市港北区綱島西2-7-21
敷地面積　360.00㎡
延床面積　1,857.78㎡
住戸面積　37.34～62.50㎡
構造規模　RC造地上10階建
住戸総数　27戸+店舗

優良事業賞
中高層分譲住宅部門（小規模）

ミオカステーロ綱島
（山田建設㈱）

優良事業表彰受賞プロジェクト紹介
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手付金等保証関連統計について

　当協会では国土交通大臣から宅地建物取引業法に基づく「指定保証機関」として指定を受けた
東京不動産信用保証㈱、不動産信用保証㈱、住宅産業信用保証㈱、西日本住宅産業信用保証㈱及び
全国不動産信用保証㈱（以下「保証機関５法人」という。）にご協力いただき、保証機関５法人の
有する保証委託契約に係る取引データのうち、未完成分譲マンションに関するデータ提供をいた
だくこととなりました。（次ページ（注記を含む。））
　当協会としては、このデータは各地域における新築分譲マンション市場の動向を四半期単位で
タイムリーに把握・分析する上で有用と考え、定期的に掲載し、会員の皆様への参考情報として
お届けいたします。会員の皆様はこのデータを自由にご利用いただけますが、その際には出所に
ついて「東京不動産信用保証㈱、不動産信用保証㈱、住宅産業信用保証㈱、西日本住宅産業信用
保証㈱及び全国不動産信用保証㈱資料による」旨を、また加工して利用する場合には同資料を加工
した旨の記載をお願いいたします。
　なお、㈱不動産経済研究所の公表する全国の年間新築マンション供給戸数に対して、ここ最近
は約80～85％が統計の対象となっています。

【令和７年１月から12月の保証受託戸数について】
◦全国の令和７年１月～ 12月の未完成分譲マンション手付金等保証委託受付戸数（注１）は

62,582戸で、前年同期（67,046戸）と比べ4,464戸（6.7％）減少し、2期連続で減少した。
◦地域別では、北海道1,072戸（同32.1％減）、東北898 戸（同60.0％減）が大幅に減少し、関東

28,727戸（同11.7％減）、近畿15,027戸（同5.1％減）も減少した一方、九州・沖縄5,748戸（同
29.6％増）が大幅に増加したほか、中国・四国3,874戸（同10.1％増）、中部・北陸7,236戸（同
4.8％増）も増加した。

◦首都圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）では27,856戸（同10.9 ％減）となり、都県別では、
埼玉県3,177戸（同23.5％減）、千葉県2,842戸（同51.2％減）、東京都14,505戸（同7.1％増）、神奈
川県7,332戸（同5.3％減）となった。

◦京阪神（京都府、大阪府、兵庫県）では14,240戸（同6.0％減）となり、府県別では、京都府
2,960戸（同84.4％増）、大阪府8,107戸（同5.3％減）、兵庫県3,173戸（同36.3％減）となった。

◦その他の主な県では、宮城県459戸（同70.3％減）が大幅に減少した一方、広島県1,927戸（同
56.5％増）、福岡県2,977戸（同59.3％増）が大幅に増加し、愛知県5,212戸（同8.7％増）も増加
した。

※20％以上の増減となる場合は「大幅」と表現しました。

手付金等保証関連統計 
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未完成分譲マンション手付金等保証委託受付戸数推移 （地域別）
通　年

［出所］�保証機関５法人（東京不動産信用保証㈱、不動産信用保証㈱、住宅産業信用保証㈱、西日本住宅産業信用保
証㈱、全国不動産信用保証㈱）資料による。

（注１）�「未完成分譲マンション手付金等保証委託受付戸数」とは、分譲事業者が未完成分譲マンションの販売を開始
するに当たり、手付金等の保全措置として、あらかじめ、その返還債務に関する保証委託契約の申込みを行い、
上記保証機関５法人が受託した物件の販売予定戸数（宅地建物取引業法第41条参照）。個別の売買契約において
実際に保全措置が講じられた戸数とは異なる。

（注２）�未完成の投資用分譲マンションを含むが、いわゆる「一棟売り」など分譲マンションとは言いがたい物件は
含まない。

（注３）各地域に含まれる都道府県は以下のとおり。
　　　北　海　道：北海道
　　　東　　　北：青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島
　　　関　　　東：茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川
　　　中部・北陸：新潟、富山、石川、福井、山梨、長野、岐阜、静岡、愛知、三重
　　　近　　　畿：滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山
　　　中国・四国：鳥取、島根、岡山、広島、山口、徳島、香川、愛媛、高知
　　　九州・沖縄：福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄

手付金等保証関連統計 
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１．住まい・暮らしの安全確保、良好な市街地
環境の整備
　南海トラフ巨大地震の新被害想定などを
踏まえ、防災・減災対策を着実に促進する。

（1） 災害対策の強化
①耐震改修・密集市街地解消の着実な促進
②住宅市街地における水害対策等への支援の

強化
③地方公共団体と連携する地域の住宅生産

事業者等が行う災害に備えたモデル的取組み
への支援

（2） 災害へのレジリエンスの向上
○災害時における在宅・地域避難機能の強化

（3） 被災地における恒久的な住まいの確保
○自治体による災害公営住宅の整備等への

支援の強化

２．既存ストックの有効活用と流通市場の形成
　多世代にわたり活用されるストックを形成
し、適正な維持管理等を通じ、市場で適正に
評価され、循環するシステムを構築する。

（1） 既存住宅流通市場の活性化
①既存住宅流通市場の拡大・既存住宅の維持

管理の社会的定着に向けた取組強化
②総合的なマンション対策への支援
③既成住宅地の活用・再生に向けた取組強化

（2） 空き家対策の強化
○空き家の除却・活用促進への支援の強化

３．誰もが安心して暮らせる多様な住まいの確保
　誰もが安心して暮らせる多様な住まいの確保
に向け、子育て世帯等が安心して暮らせる住まい
の実現や住宅セーフティネット機能の強化
を図る。

（1） こども・子育て対策

①大規模公的賃貸住宅の建替えと併せた子育
て支援

②「こどもつながるUR」等の推進
（2） 住まいのセーフティネット

①サービス付き高齢者向け住宅の整備への支援
②居住支援法人等による居住支援活動への支援

（3） バリアフリー
○既存建築物のバリアフリー改修等への支援

４．住宅・建築物における持続可能な社会の構築
　2050年カーボンニュートラルの実現に向け、
住宅・建築物分野の脱炭素化を促進するため、
省エネ対策に加え、建築物のライフサイクル
カーボン削減に向けた取組みを推進する。

（1） 省エネ性能向上・LCCO2（ライフサイクル
カーボン）の削減
①既存住宅・建築物ストックの省エネ化の促進
②新築住宅・建築物の省エネ性能の引上げ
③BIMと連携したライフサイクルカーボン評価

の実施等への支援
④優良建築物等への補助事業におけるLCCO2

評価の要件化
（2） 木材利用の促進

①優良な中大規模木造建築物等の整備等への
支援

②木造建築物等の規制合理化に向けた基準整備
（3） 住宅・建築物分野のＤＸ推進

①建築行政手続等の総合的なDX化への取組
強化

②空き家データベースシステムの整備
（4） 住宅・建築分野の国際展開

●国土交通省ホームページ
［ＵＲＬ］
https://www.mlit.go.jp/page/content/001975402.pdf

住宅局関係予算決定概要

令和８年度住宅局関係予算決定概要
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１．地理空間情報の充実と「建築・都市のDX」
の推進

（1） 建築・都市のDXのキーとなる「不動産ID」
の整備推進
　不動産IDについて、令和９年度からの先行
整備地域での試験運用開始に向け、不動産ID
提供システムの整備に向けた検討を進める
とともに、日本郵便㈱による不動産ID用データ
提供に向けたシステムの整備検討や不動産
IDへの位置情報付与方法の検討等を行い、
試験運用に向けた環境整備を加速する。

（2） 地籍整備の推進

２．土地政策の推進
（1） 所有者不明土地・低未利用土地の円滑な利

活用や適正管理の推進
　所有者不明土地・低未利用土地の円滑な利
活用や適正管理を推進するため、市町村や民間
事業者等が実施する所有者不明土地等対策や、
所有者不明土地利用円滑化等推進法人の指定
の円滑化及び空き地の利活用等に資する先導
的取組を支援する。

（2） 地価公示の着実な実施
（3） 国土利用計画法の届出データ分析

　大規模な土地取引に係る国土利用計画法に
基づく届出のデータを元に全国及び地域別の
土地取引状況を把握するなど、基礎情報の収集
・分析等を行い、国の施策の企画立案に活用
するとともに都道府県等への提供を行う。

３．建設・不動産市場の環境整備
（1） 担い手確保等を通じた持続可能な建設業の

実現
　労務費に関する基準の実効性確保等を通じた
処遇改善や生産性向上を通じた地域の建設業の
災害対応力の強化等を図るとともに、市場の
把握等を通じた今後の業界像のあり方について
検討を行う。

（2） 建設分野における外国人材の円滑かつ適正

な受入れ
　国際的な人材獲得競争が激化する中、建設
分野において外国人材を円滑・適正に受け入
れることにより担い手確保を図るとともに、
地域共生を図りつつ、外国人材の採用・定着、
キャリアアップ促進の支援を行う。

（3） 地域価値共創に向けた空き家等の流通・利
活用
　共創による地域の新たな価値の創出に向け、
不動産業者を核とした地方公共団体、他業種
等多様なプレーヤーの協業による空き家等の
流通・利活用を促進するため、マッチング機会
の創出や情報共有の促進・モデル事例の創出
と横展開の推進を図る。

（4） 不動産取引情報等の提供・実態把握
　不動産市場の透明性向上と不動産取引の活性
化、また不動産価格指数作成にかかるデータ
整備等のため、不動産取引価格情報の提供の
ほか、不動産市場の動向を適切に把握する観点
から既存住宅販売量指数等の安定的運用を行う。
また、不動産登記情報等を活用し、不動産
市場の実態把握を進める。

（5） 外国人建設技能者の円滑・適正な受入れを
実現するシステム開発
　外国人建設技能者の受入れを管理する「外国
人就労管理システム」について、出入国在留
管理庁の在留情報や建設キャリアアップシス
テムと連携させ、外国人建設技能者の円滑かつ
適正な就労管理及び就業履歴の蓄積による
処遇の確保・育成を推進する。

（6） 建設関連業登録制度の閲覧デジタル化
　建設関連業の登録業者情報を完全デジタル
による閲覧できるようにするため、建設関連
業者登録システムの改修を行う。

●国土交通省ホームページ
［ＵＲＬ］
https://www.mlit.go.jp/page/content/001975398.pdf

不動産・建設経済局関係予算決定概要

令和８年度不動産・建設経済局関係予算決定概要
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委員会開催状況
［理事会］
日　時　令和８年１月６日（火）16：30～17：15
場　所　ホテルニューオータニ
議　事　�令和８年度税制改正の概要等、令和８年

新年賀会、犯罪収益移転防止等に関する
措置の徹底についての報告並びに、
会員の入会承認、定款細則の一部変更
について審議を行った。

入会
企業会員
会 社 名　㈱リアークスファインド
代 表 者　大人　慶太
住　　所　�〒160－0023 東京都新宿

区西新宿７－７－30
Ｔ Ｅ Ｌ　03－5332－8991
Ｆ Ａ Ｘ　03－5332－8992
事業内容　�不動産の仕入れから販売を一気通貫

で展開。25年６月は過去最高売上
92.5億円を達成。

賛助会員
会 社 名　アセアン・ワン㈱
代 表 者　西川　敏明
住　　所　�〒150－0011 東京都渋谷

区東３－11－10
Ｔ Ｅ Ｌ　03－5468－5962
Ｆ Ａ Ｘ　03－5468－5964
事業内容　�外国人材を主軸に、多様な人材の採用

と定着を一貫して行う会社です。

会 社 名　ＨＦオンウェイ（同）
代 表 者　福島　康二
住　　所　�〒113－0033 東京都文京

区本郷２－17－５－908
Ｔ Ｅ Ｌ　090－5497－6204
事業内容　�元住宅・不動産専門紙編集長らが興

した編集プロ集団。皆様の情報発信
をご支援。

会 社 名　㈱地盤審査補償事業
代 表 者　大串　豊
住　　所　�〒102－0073 東京都千代

田区九段北１－15－２　
九段坂パークビル４F

Ｔ Ｅ Ｌ　03－6272－9814
Ｆ Ａ Ｘ　03－6272－9815
事業内容　�画期的な第三者審査制度と長期保険

で、設計を支える強固なソリューシ
ョンを提供。

会 社 名　住宅ローン診断カンパニー㈱
代 表 者　前田　一人
住　　所　�〒105－0004 東京都港区

新橋６－13－12　ＶＯＲＴ
新橋Ⅱ９Ｆ

Ｔ Ｅ Ｌ　03－6712－2791
Ｆ Ａ Ｘ　03－6712－2794
事業内容　�個人信用情報のＣＩＣと連携し住宅

ローン借入上限を診断するＡＩツール
を提供。

会 社 名　ショウタイム２４㈱
代 表 者　窪田　大樹
住　　所　�〒104－0031 東京都中央区京橋１－

１－５　セントラルビル４Ｆ
Ｔ Ｅ Ｌ　03－6812－9680
Ｆ Ａ Ｘ　03－6812－9681
事業内容　休みません。さぼりません。無人で

すから。業務効率化、反響アップ、
顧客のランクアップなど様々な活用
として「無人内見くん」をご利用くだ
さい。

会 社 名　セーフィー㈱
代 表 者　佐渡島　隆平
住　　所　�〒141－0033 東京都品川

区西品川１－１－１　
住友不動産大崎ガーデンタワー

Ｔ Ｅ Ｌ　03－6372－1276

協会だより
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発　行　　一般社団法人全国住宅産業協会
編　集　　一般社団法人全国住宅産業協会事務局

会報　全住協　　　通巻154号
（令和８年２月10日発行）

業務日誌
12月23日（火） ・自由民主党 住宅対策促進議員連盟活動報告会・懇親会に馬場代表理事ほかが出席。

（如水会館）
１月６日（火） ・神山名誉会長、肥田会長、馬場代表理事、花沢副会長ほかが菅元内閣総理大臣を訪問。

（衆議院第二議員会館）

・理事会、新年賀会を開催。（ホテルニューオータニ）

７日（水） ・（一社）不動産協会、（一社）不動産流通経営協会の新年合同賀詞交歓会に神山名誉会長、
肥田会長、馬場代表理事、牧山相談役ほかが出席。（ホテルオークラ東京）

14日（水） ・（公社）東京都宅地建物取引業協会の賀詞交歓会に神山名誉会長、肥田会長、牧山相談役
ほかが出席。（京王プラザホテル）

15日（木） ・（公社）全日本不動産協会、（公社）不動産保証協会ほかの新年賀詞交歓会に神山名誉会長、
肥田会長、馬場代表理事、牧山相談役ほかが出席。（ホテルニューオータニ）

20日（火） ・メンタルヘルスケア研修を開催。（協会会議室＋オンライン）

Ｆ Ａ Ｘ　03－4413－2173
事業内容　�住宅・建設業界の施工現場等で国内

シェアＮｏ. １のクラウド録画型映像
プラットフォームを展開。

住所変更
会 社 名　アイディホーム㈱
新 住 所　�〒167－0043 東京都杉並区上荻１－

２－１　Ｄａｉｗａ荻窪タワー18Ｆ
新ＴＥＬ　03－5335－7268
新ＦＡＸ　03－5335－7285

会 社 名　㈱フージャースアセットマネジメント
新 住 所　�〒100－0005 東京都千代田区丸の内

２－２－３
Ｔ Ｅ Ｌ　03－3243－2722（従来どおり）
Ｆ Ａ Ｘ　03－3272－6961（従来どおり）

会 社 名　㈱ＫＯＡ
新 住 所　�〒104－0041 東京都中央区新富１－

８－２　ｇｒａｎｄｉｒ ｇｉｎｚａ ｅａｓｔ３Ｆ
Ｔ Ｅ Ｌ　03－5651－7070（従来どおり）
Ｆ Ａ Ｘ　03－5651－7080（従来どおり）

社名変更
旧 社 名　㈱富士通ゼネラル
新 社 名　㈱ゼネラル

協会だより



全住協ホームページ https://www.zenjukyo.jp/

東京都千代田区麹町5丁目3番地麹町中田ビル8階
TEL. 03-3511-0611

〒102-0083

FAX. 03-3511-0616

お問い合わせは、協会事務局（ＴＥＬ ０３-３５１１-０６１１）まで。

全住協ビジネスショップは、組織委員会に設置した全住協ビジネスネットワーク（略称「ビジネスネット」）が認定した賛助会員等の取扱商品を、
一般向けには行っていない特別価格・サービスにて会員企業向けに提供する仕組みです。既に下記の会員が商品を提供しており、会員の購買に
おけるメリットとなるとともに、会員間のさらなる交流が生まれています。
商品の詳細は、全住協ホームページの会員専用ページから「全住協ビジネスショップ専用サイト」にてご覧ください。

　会員名（順不同） 取扱商品
・㈱シーブリッジ 販売図面制作・CGパース制作
・㈱トルネックス エマージェンシートイレキット
・アットホーム㈱ 不動産業務総合支援サイトATBBほか
・㈱総合資格 建設業界採用情報誌、各種建築関係試験受験対策講座
・㈱東京リーガルマインド（LEC）  各種講習、資格取得講座
・㈱ダイテック 住宅産業向けクラウド型基幹業務サービス「注文分譲クラウドDX」
・プラチナ出版㈱ 不動産実用書籍
・㈱FRESH ROOM オゾン発生器　エアバスター
・地盤ネット㈱ BIMパース・ウォークスルー動画制作ほか
・㈱建築資料研究社 各種講習、資格取得講座
・㈱住宅新報 各種講習、書籍
・㈱AXIAL FORCE 「不動産重要書類」ファイルのオリジナルファイル
・アークシステムテクノロジーズ㈱ 入居審査（信用照会）
・㈱コスモシステム 不動産鑑定評価

※宅建登録（５問免除）講習　㈱東京リーガルマインド(LEC)、㈱住宅新報、㈱総合資格、㈱建築資料研究社

全 住 協 ビ ジ ネ ス シ ョ ッ プ の ご 紹 介

一　　般
社団法人 北海道住宅都市開発協会〒060-0061 北海道札幌市中央区南１条西10丁目３-２ 南1条道銀ビル２F…… TEL.011-251-3012 FAX.011-231-5681
一　　般
社団法人 秋 田 県 住 宅 宅 地 協 会〒010-0951 秋田県秋田市山王５-14-１ サントノーレプラザビル１F… ……… TEL.018-866-1301 FAX.018-866-1301
一　　般
社団法人 東北・北海道住宅産業協会〒983-0821 宮城県仙台市宮城野区岩切字三所南121-１ 大東住宅㈱内………… TEL.022-352-7477 FAX.022-352-9209
一　　般
社団法人 北 信 越 住 宅 産 業 協 会〒388-8007 長野県長野市篠ノ井布施高田370-１… ……………………………… TEL.026-293-9125 FAX.026-293-4469
一　　般
社団法人 富 山 県 住 宅 宅 地 協 会〒939-8084 富山県富山市西中野町１-７-27 タカノビル３F… ………………… TEL.076-425-2033 FAX.076-413-6033
一　　般
社団法人 北陸住宅宅地経営協会〒910-0023 福井県福井市順化１-21-19… ………………………………………… TEL.0776-23-0010 FAX.0776-23-0011
一　　般
社団法人 静 岡 県 都 市 開 発 協 会〒420-0852 静岡県静岡市葵区紺屋町11-６………………………………………… TEL.054-272-8446 FAX.054-272-8450
一　　般
社団法人 東 海 住 宅 産 業 協 会〒460-0008 愛知県名古屋市中区栄４-３-26 昭和ビル４F… …………………… TEL.052-251-8920 FAX.052-252-0081
一　　般
社団法人 中 京 住 宅 産 業 協 会〒456-0031 愛知県名古屋市熱田区神宮４-７-27 宝18ビル７F………………… TEL.052-682-5800 FAX.052-683-8686
一　　般
社団法人 関 西 住 宅 産 業 協 会〒541-0048 大阪府大阪市中央区瓦町４-４-８ ６F………………………………… TEL.06-4963-3669 FAX.06-4963-3766
一　　般
社団法人 近 畿 住 宅 産 業 協 会〒541-0057  大阪府大阪市中央区北久宝寺町１-２-１ オーセンティック東船場402号… TEL.06-6263-5503 FAX.06-6263-5550
一　　般
社団法人 広 島 県 住 宅 産 業 協 会〒730-0011 広島県広島市中区基町５-44 広島商工会議所ビルディング４F…… TEL.082-228-9969 FAX.082-209-9955
一　　般
社団法人 四国住宅宅地経営協会〒760-0026 香川県高松市磨屋町６-４ 建設会館４F……………………………… TEL.087-811-9335 FAX.087-811-9335
一　　般
社団法人 九 州 住 宅 産 業 協 会〒812-0011 福岡県福岡市博多区博多駅前２-11-16 第２大西ビル６F………… TEL.092-472-7419 FAX.092-475-1441
一　　般
社団法人 九 州 分 譲 住 宅 協 会〒814-0022 福岡県福岡市早良区原５-14-22… …………………………………… TEL.092-821-6441 FAX.092-847-7090
一　　般
社団法人 鹿児島県住宅産業協会〒890-0069 鹿児島県鹿児島市南郡元町14-９ 三洋ビル703… ………………… TEL.099-285-0101 FAX.099-285-0122
一　　般
社団法人 沖 縄 住 宅 産 業 協 会〒900-0012 沖縄県那覇市泊２-15-９ ２Ｆ………………………………………… TEL.098-863-7410 FAX.098-975-7464

団体会員


